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私たちは，職場に関係する多くのレベルと分野で，計

画的かつ継続的に行動する必要があります。また，進

歩の状況を評価し，新たな形の差別を監視することも

必要です。そして力強く不屈の支持者であり続けなけ

ればなりません。

　簡単に言えば，差別が職場に入る余地はありません。

経済的，社会的，そして政治的，いかなる意味におい

ても，私たちは差別を許すことはできません。今，きっ

ぱりと差別に終止符を打つ時が来たのです。

――――――――――――――――――――
資料②　バックグラウンド情報―「契約労働」の論議

から「雇用関係」の範囲へ

 （ILO駐日事務所作成）

――――――――――――――――――――
　1997～98年　国際労働会議で労働基準設定に関する

議題として「契約労働」が議論されたが，98年同会議

では，保護が要請される労働者の状況を確認し始めた

ことを留意し，契約労働委員会が開始した作業を完了

させるという観点から，ILO理事会に，専門家会合開催

とともに他の方策を取ることを指示するよう，事務局

長に要請した。この98年会議の要請と，理事会からの

指示に従い，下記のフェーズが完了。

　①  国別調査研究の実施及び調査研究結果を検討する

ための非公式会合の開催。

　② これら調査研究及び会合への文書の準備。

　③  2000年5月15～19日「保護を必要とする労働者の

状況に関する専門家会合」をジュネーブで開催し，

本会合報告書を2000年11月第279回理事会に提出。

　1998年以来実施してきた調査研究により，契約労働

委員会で検討した諸問題は，独立した労働者に関係し

ており，偽装された雇用関係あるいは非常に複雑な雇

用関係の結果として，法令に認められなかったり，不

適切に規定されていることが明らかになった。このた

めに，労働法令が個々人に適用される範囲を検討し，

必要な場合には調整するための国内政策の取組みが提

案された。

　専門家の提言は，以下の通りである。

　「専門家会合は，現在の雇用の現実に沿って国内法

上の雇用関係の規制の範囲を，適切な周期で，見直し，

適当な場合には明確化し採択する観点からの，国内政

策を採用し，継続すべきであると合意した。」

　この調査研究は，実効ある労働法制の履行を達成す

るための方策を採る必要があるとの観点から，労働法

制の不適用がないことに関連した深刻な問題も明らか

にした。

――――――――――――――――――――
資料③　雇用関係に関する決議（ILO駐日事務所訳）

――――――――――――――――――――
　2003年の第91回ILO総会は，

　第5議題報告書「雇用関係の範囲」に基づいて行われ

た一般討議の結果，

1．以下の結論を採択する。

2 ．理事会に対し，雇用関係における将来の活動を立案

する際に，これらの結論を十分考慮に入れるよう促し，

また事務局長に対して2004－2005年の事業計画および

予算の実施，ならびに2004－2005年に利用可能な財源

の割り当てにおいて，これらの決議を考慮するよう要

請する。

雇用関係に関する結論

1 ．労働者保護は，ILOが権能を付与されている事項の

中心に位置付けられる。ディーセントワーク・アジェ

ンダの枠組みでは，すべての労働者は，雇用上の地位

にかかわりなく，適切かつ尊厳ある条件で働くことが

必要だとされている。雇用関係の範囲内の労働者には，

固有の，あるいは関係する権利が，法規制や団体交渉

によって決められている。「被用者」とは，通常雇用関

係と呼ばれる法的関係に属する人に関して使われる法

律用語である。「労働者」とは，被用者であるなしに

かかわりなく，すべての働く人々に適用される広義の

用語である。「使用者」は，被用者が雇用関係の中で労

働・サービスを提供する自然人ないし法人である。雇

用関係とは「被用者」と呼ばれる人と，一定条件のも

とで報酬を得て労働やサービスを「使用者」と呼ばれ
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る人に提供する，その両者を法的に結びつける概念で

ある。商業・民間契約にもとづく自営業と独立労働は，

定義上は雇用関係の範囲に含まれない。

2 ．雇用・労働法は，雇用関係の当事者間の不平等な交

渉立場に対処するよう努める。雇用関係の概念はあら

ゆる法制度とその伝統に共通するものだが，雇用にか

かわる義務・権利は国ごとに異なっている。同様に，

依存や従属などの共通する概念が多くの国で見受けら

れるものの，雇用関係の存在の有無を決定する基準は

多様でありうる。使用される基準にかかわりなく，政

労使は，基準が十分に明確で，さまざまな法規制の適

用範囲が容易に決定でき，適用対象，すなわち雇用関

係にある者への適用がなされるよう確保するべきとの

懸念を共有している。

3 ．労働市場構造および労働組織の変化により，雇用関

係の枠組み内外で労働形態が変化しつつある。労働者

が被用者あるいは自営業なのか，不明確な場合もある。

4 ．労働市場構造の変化による結果として，事実上被用

者であるのに，雇用関係に伴う保護が得られない労働

者において，労働組織と法律の適用が不完全な場合が

増加している。このような，見せかけの自営業はフォー

マルではない経済で多く発生しているが，労働市場構

造が整っている国でもこのような現象は増えている。

こうした変化は近年のものである場合も，何十年間も

存在し続けた場合もある。

5 ．労働者が労働やサービスを提供するさまざまな取り

決めが，適切な法的枠組内に組みこまれるよう確保す

ることは，すべての労働市場参加者の利益にかなう。

労働市場の公正なガバナンスには明確なルールが不可

欠であるが，これは以下にあげる要因，ないしその組

み合わせにより，多くの国で困難である。

　・ 法律が不明確，適用範囲が狭いないし不適切であ

ること。

　・ 雇用関係が民間・商業取り決めであるかのように，

偽装されていること。

　・雇用関係があいまいなこと。

　・ 労働者は事実上被用者だが，使用者が誰で，労働

者はどのような権利があり，またその権利を誰に

対して主張できるのかが不明確であること。

　・法の遵守と執行が欠如していること。

6 ．法の明確性，予測可能性は関係者すべての利益にか

なう。使用者と労働者は自らの地位を知り，それに基

づく法の下での権利と義務を知るべきである。そのた

め，法律は国内状況に適し，労働市場の現実に対応で

きる安定性と柔軟性を提供し，かつ労働市場に恩恵を

もたらすよう草案される必要がある。法律は労働市場

で起きるあらゆる事態を完全に予測できるはずはない

が，法の抜け穴が作られたり，それが常に存在するよ

うな状況になってはならない。法とその解釈はディー

セントワークの目的，つまり雇用の量と質の改善に合

致し，ディーセントな雇用の革新的な形態を阻むこと

がないよう柔軟であるべきであり，そのような雇用と

成長を促すべきものだ。明確性，予測可能性，十分に

柔軟であるための法改革を進める上で，三者との社会

対話が重要な手段である。

7 ．偽装雇用は，使用者が被用者の真の法的身分を隠す

ために，被用者である人をそうではなく扱った場合に

発生する。これは，民間・商業取り決めの不適切な使

用によって起きるが，労使の利益を損ない，ディーセ

ントワークに有害な悪習であり，許容されるべきでは

ない。虚偽の自営業・業務委託，偽りの協同組合の設

立，虚偽のサービス提供・企業再構築は，雇用関係を

偽装するためにもっとも頻繁に使われる手段である。

このようなことは，労働者への保護を否定し，税金・

社会保障拠出などのコストを回避するために行われる。

こうした事柄は特定の経済活動領域でよく行われてい

るとの証拠があるが，政労使はそのような領域にかか

わらずそうした慣行が起こらないように積極的な防衛
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策をとる必要がある。

8 ．あいまいな雇用関係は，雇用関係が存在するかどう

かについて実際的で純粋な疑念がわくような条件で行

われた労働やサービス提供において存在する。雇用関

係を偽装する意図がなくても，独立・依存労働を区別

することが困難な事例は増加している。その意味で，

多くの分野で被用者と独立労働者の区分けがあいまい

になっている。新たな形態の仕事の特徴のひとつは，

被用者の自立性ないし独立性だからである。

9 ．第三者（ユーザー）に対し労働者が労働ないしサー

ビスを提供するいわゆる「三角」雇用関係の場合には，

保護が欠如することで被用者の利益を損なう場合にお

いては，精査する必要がある。その場合，主な問題は，

誰が使用者で，労働者にどのような権利があり，誰が

労働者に対する責任をもつかということである。つま

り，関係者間の責任分担のために，三者間の関係を明

確にする機構が必要とされる。この点に関して，派遣

労働紹介機関を通じた労働・サービス提供である特定

形態の三角の雇用関係については，すでに「民間職業

紹介機関条約（1997年，第181号）」および同勧告（第

188号）が対応している。

10 ．法の尊重は根本的原則であり，法の遵守，それを促

進する機構への支援，必要に応じたソーシャルパート

ナーの関与について，国から強い政治的な確約が示さ

れる必要がある。異なる政府執行機関の間での協力，

とりわけ労働監督機関，社会保障行政と税務当局間で

の協力が推進される必要があり，また警察や関税当局

との調整も貢献できる余地がある。これにより，偽装

された雇用関係から発生する濫用をなくすために，財

源やデータを蓄え，効率的に活用することができる。

労働行政・サービスは，法の適用を監視し，労働市場

動向および変化する労働・雇用形態について信頼性の

高いデータを集め，偽装された雇用関係をなくすうえ

で，中心的な役割を果たす。

11 ．信頼のおける執行機構や制度がある国とそうではな

い国があることが認識される必要がある。法執行が貧

弱ないし法遵守が欠如していることが，多くの労働者

が保護を欠いていることを説明する重要な要因であ

る。多くの国で，雇用に関係する権利の効果的な実施

と執行が弱いのは，財源不足，訓練不足と不完全な法

枠組みのせいである。「労働監督条約（1947年，第81

号）」は，労働監督制度は労働条件にかかわる法規定

の執行と，従業中の労働者保護を確保するべきである

としている。また，同条約においては，労働監督官は

その業務上の地位と条件について，安定した雇用が保

証されている公務員から構成されるべきであり，政府

の交代や不適切な外部からの影響力から独立してい

ることが求められている。

12 ．執行の問題は財源に限られない。労働行政職員，特

に労働監督官が，必要に応じて適切な訓練を受けてい

ることが肝要である。その訓練には，雇用関係の存在

についての決定方法などの，判例等関連する法規制の

十分な知識を含むべきである。ソーシャルパートナー

が開発した指針を含む教材は，偽装された，あるいは

あいまいな雇用関係にまつわる問題に効果的に対処

する職員の技能と能力を拡充するのに大いに貢献で

きる。さらに，諸外国での経験や労働方法の情報交換

を，とりわけ労働行政と労働監督機関相互の間で行う

ことによって達成でき，また，これは適宜開発途上国

と先進国においても行うこともできる。

13 ．労働行政は，「労働行政条約（1978年，第150号）」

において期待されている役割に沿って，雇用関係の範

囲にかかわる問題に対応するための法規制の形成の

早期段階で重要な役割を果たすことができる。労使団

体が規則の形成過程や機構に密接に関係し，法規制案

が主要な労働市場関係者の知識と経験の恩恵を受け

られるようにすることが望ましい。法規制は予測可能

な結果につながるべく，十分に明確で正確であるべき

だが，硬直的であったり，純粋に商業的ないし独立的
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な契約取り決めに介入することは避けるべきである。

14 ．労働者の地位を決定するための紛争解決機構または

行政手続は，適切な機関が提供する必要がある。国内

の労使関係制度によっては，そのような機構は三者な

いし二者構成でありうる。それは経済全般への権能を

もつか，あるいは特定の経済部門に限定されていても

よい。労使が，雇用上の地位についての紛争解決のた

めの公正で迅速かつ透明なメカニズムや手続きが得

られることが重要である。

15 ．依存労働者への労働保護の欠如によって，労働市

場でのジェンダー不平等が悪化するとの証拠がある。

世界的なデータは，労働力への女性の参加の増加，あ

いまいな，ないし偽装された雇用関係が頻発するイ

ンフォーマル経済で，とりわけ女性の参加が増えてい

ることを裏付けている。当問題のジェンダー的な側面

は，家庭内労働，繊維被服産業，販売・スーパーの仕

事，看護と介護職と家内労働など，偽装ないしあいま

いな雇用関係の比率が比較的高い職業や部門に女性

が多いために強化されている。特定の権利にかかわる

除外や制限，たとえば輸出加工区は，女性への影響が

明らかに大きい。

16 ．問題のジェンダー側面に効果的に対処できるよう，

ジェンダー平等についての明確な政策が必要であり，

また関係法・合意の国内でのよりよい執行が必要で

ある。国際レベルでは，「同一報酬条約（1951年，第

100号）」，「差別待遇（雇用・職業）条約（1958年，

第111号）」がすべての労働者に適用され，また「母

性保護条約（2000年，第183号）」は「非典型な依存

労働に従事する者も含め，すべての女性に適用され

る」と規定している。

17 ．雇用関係の範囲にかかわるさまざまな問題をより

よく評価し，対処するために，政府はソーシャルパー

トナーとの協議の上，国内政策枠組みを開発するよう

奨励される。「保護を必要とする状況にある労働者に

関する専門家会合（ジュネーブ，2000年5月）で採択

された共同声明で述べられたように，そのような政策

は，以下のものを含む可能性があるが，それに制約は

されない。

　・ 特に依存労働者と自営業との区別など，雇用関係

について明確な指導を労使に提供すること。

　・ 効果的で適切な保護を労働者に提供すること。

　・ 適切な法的保護を依存労働者から奪う結果となる

偽装雇用をなくすこと。

　・ 純粋に商業的ないし独立的な契約に介入しないこ

と。

　・ 労働者の地位を決定するための適切な紛争解決メ

カニズムを提供すること。

18 ．統計データの収集，調査の実施と国内・部門別の労

働の構造と形態の変化の定期的な検討を，国内政策枠

組みに組み入れることが必要である。データの収集お

よび調査・評価の実施の手法は，社会対話を経て決定

される必要がある。すべての収集データは性別に分解

し，国レベルないし部門別の調査と検討には，明白に

この問題のジェンダー側面を組み込み，その他の多様

性の側面をも考慮にいれるべきである。

19 ．国家労働行政と関連サービスは，定期的に執行さ

れる計画と過程を監視する必要がある。そのため，偽

装された雇用関係の頻度が高い部門や職業を特定し，

執行のための戦略的なアプローチを採用することが

含まれる。女性労働者の比率が高い職業と部門には特

別留意がなされる必要がある。情報教育の革新的な計

画と，アウトリーチ戦略とサービスが開発されるべき

である。これらの発意の開発と実施には，ソーシャル

パートナーの関与が必要である。

ILO の役割

20 ．ILOには，この分野で果たすべき重要な役割があり，

またILO事務局の比較データを集め，比較調査を行う
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能力については定評がある。こうしたILOの働きは，

すべてのILO構成員がこの現象を理解し，評価するた

めに役立つ。ILOは知識基盤を拡大し，それを用いて

よい慣行の普及に努める必要がある。そのために，以

下の活動が考えられる。

　・ 雇用関係の範囲の分野で進行中の労働法改革をと

らえるために，定期的に国別調査を委託すること。

　・ すでに完成された情報と研究の比較分析を行い，

動向や新たな政策展開を発見すること。

　・ 当該事項の具体的側面について出版物を製作し，

この現象の国際的な状況とそれに対する政策的な

対応を記載すること。

　・ 地域・部門・ジェンダー面の研究を実施すること。

　・ 利用可能で比較可能データおよびデータ分類の開

発に関する作業を行うこと。

　・ 地域・地域内での会合を開催して経験の情報交換，

国別研究の成果の普及，ILO構成員の能力と知識を

醸成すること。

　・ 適宜専門家会合を開いて，具体的な問題の側面を

考察すること。

　・ 関連する問題を産業別会合の議題とすること。

　 　ILOは技術協力および雇用関係の範囲と適用につい

て加盟国政府に対する支援と指導のための財源を割

り当てるべきである。

　・法律の適用範囲

　・雇用関係の一般的な側面

　・法廷へのアクセス

　・ 遵守を推進する行政・司法措置を強化する政策指

針と能力育成。

　 　この問題への取り組みにおいて，ILOはインフォー

マル経済委員会での結論，部分を想起するべきであ

る。

21 ．遵守と執行がこの問題できわめて重要な側面であ

るため，ILOは各国労働行政と国内労働監督機関への

支援を強化するべきである。該当する場合には，労働

行政と労働監督に関連した国内の組織機構を検討し，

ILOがより一貫性のある，効率的なサービスをILO構

成員に提供することを確保する。

22 ．多くの国では，裁判所と法廷は労働者の雇用上の地

位に関する紛争の判決と解決において重要な役割を

担う。裁判官，調停者，その他のこれらの紛争に任命

された職員が，国際労働基準，比較法，判例法などこ

の問題に関して十分な訓練を受けることがたいへん

望ましい。ILOは，担当職員や，関係する機関や法廷

の裁判官との協力プログラムを強化することが必要

である。

23 ．労働者の雇用上の地位の決定の問題に関連して，か

なりの数の革新的な方法が導入されていることが認

められている。加盟国政府は，ソーシャルパートナー

の協力を得て，これらの問題への適切で実現性のある

解決策の探索に従事するべきである。各国は，さまざ

まな利害を考慮にいれた適切で均衡のとれた解決策

を探すために，欠点を特定するために詳細な検討を行

うべきである。新法や既存法の改正などの措置，他方

で判例法を通じて浮上した措置もある。各国が採択し

た措置には，以下のものが含まれる。

　・法律が雇用関係を定義する。

　・ 当事者が雇用関係を結ぶ意図がなかったことが示

されない場合を除き，特定の状況の中で労働やサー

ビスが提供された場合，法律が雇用の認定の根拠

を確立する。

　・ 雇用関係を特定する基準は法律，判例法，ソーシャ

ルパートナーが開発ないし開発に参加した実践綱

領に記載されている。

　 　その他使用された措置では，権限ある当局が雇用

関係が存在すると明言するよう規定している。こうし

た革新的な措置は，注意深い考察を保証する。指針，

任意規約，紛争解決メカニズムや手続きなど，二者

や三者が関与した取り組みもまた国レベルでの問題

への取り組みに貢献している。すべての措置は適宜

ILOからの技術的助言を得て行われるべきである。
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24 ．ILOは，その方針が雇用関係に影響を与えうる国際

金融機関を含む他の国際機関との対話を促進するべ

きである。

25 ．ILOは，本問題への国際的な文書の採択を視野にい

れるべきである。委員会では，勧告が適切であると

考えている。当該勧告は，偽装された雇用関係および

雇用関係にある人が国レベルで与えられるはずの保

護を得られるようなメカニズムの必要性に焦点を当

てたものであるべきである。勧告は，加盟国に対し，

雇用関係の実質を普遍的に定義することなく，指導を

提供できるものである。勧告は，異なる経済・社会・

法律・労使関係の伝統を考慮に入れ，ジェンダー側面

に対処するべく柔軟性が必要である。勧告は，純粋な

商業的および独立的な契約に介入すべきではない。国

レベルでの問題の解決を探す方法として団体交渉と

社会対話を推進し，雇用関係における最近の展開とそ

こから導かれる結論を考慮にいれるべきである。ILO

理事会は，この議題を将来のILO総会の議題に加える

よう要請される。三角雇用関係の問題は，解決されな

かった。




